
委託仕様書 

 

１ 件名 

既存住宅のリノベーション等の活用に係る機運醸成事業企画・実施業務委託 

 

２ 目的 

本業務は、「人と住まいの循環（子育て世代の市内定住・転入の促進等）」の実現に向

け、既存住宅のリノベーション等の活用に係る機運の醸成、市内外の事業者や団体との更

なる連携強化、モデル事業の制度構築等を目的とする。 

 

３ 業務内容 

  本業務は、既存住宅のリノベーション等の活用に係る機運醸成を目的に、事例の収集・

発信に係る取組を段階的に発展させていくことを想定した事業の一環として実施するもの

である。受注者においては、今年度の業務を着実に実施するとともに、次年度以降の展開

も視野に入れ、事例の整理方法や情報発信手法等について、継続的な活用・発展が可能と

なるよう留意すること。 

 

（１）既存住宅のリノベーション等の活用に係る機運醸成事業の企画立案 

  本市の住宅政策や既存住宅活用の現状・課題を踏まえ、事業の目的、基本方針、実施内

容、推進体制、工程等を整理した企画書（１５ページ程度）を作成すること。企画書は、

図表、イラスト、フロー図、ロードマップ等を効果的に活用し、専門的な内容であっても

庁内外の関係者が直感的に理解できる構成とするとともに、事業の全体像や実施効果が明

確に伝わる内容とすること。 

 

（２）既存住宅活用事例の募集及び応募者対応 

応募受付及び問い合わせ対応等を通じ、応募状況を適切に把握するとともに、応募者が

円滑に提案を行える環境を整備し、本募集事業の円滑な運営を図ること。 

ア 募集企画・設計 

募集内容、応募対象・応募要件、募集スケジュール等、募集に係る企画立案及び設計

を行うこと。なお、15事業者程度からの応募を目標として募集内容及び広報手法等を設

計すること。また、市内の企業・団体からの応募が多くなるように努めること。 

イ 募集要領等作成 

アを踏まえ、応募様式の設計及び募集要領・募集資料等を作成すること。 

ウ 広報・プロモーション 

市内外の企業・団体に対し、直接の周知や関係団体等を通じた周知を行うこと。 

エ 募集窓口・応募者対応業務 

（ア）受付・管理 

応募の受付（オンライン・郵送等）を行い、受付内容及び受付状況を記録するとと

もに、応募の進捗や件数等を把握できるよう適切に管理すること。また、受付に当た

っては、応募書類の不備の有無を確認し、必要に応じて応募者への連絡等を行うこ

と。 

 



（イ）問い合わせ対応 

応募に関する問い合わせについて、電話及びメール等により対応すること。 

 

（３）「(仮称)住宅版共創フォーラム」の企画・運営（令和９年２月上旬（予定）） 

当該イベントについて、企画立案から運営までを一体的に行うものとし、広報及び事前

案内、問い合わせ対応、参加者の把握・管理、登壇者の確保、開催準備（資料作成、演

出、リハーサル等）、当日対応（進行補助等）、及び上記に係る連絡調整等を行うこと。

想定参加者数は100名程度とする。（２）の事例募集で集まった事例発表やネットワーク

形成の場と位置付ける。ただし、詳細は発注者と協議の上決定する。原則として会場費の

かからない会場で実施する。 

 

（４）既存住宅活用事例の整理、アーカイブ化及び情報発信支援 

ア 事例の整理・施策展開に係る助言 

（２）で応募された事例など、市内における既存住宅改修等の好事例を収集し、取り

まとめ及び内容の整理を行うとともに、今後の施策展開に係る助言を行うこと。 

イ 事例集の作成（アーカイブ化） 

   アにおいて取りまとめ及び整理された事例に基づき、既存住宅の活用アイデアを分か

りやすく発信するための事例集（Ａ４判製本100部及びPDF）を作成すること。あわせ

て、本事業の背景や趣旨を整理し、今後の施策展開にも資する資料として構成するこ

と。 

ウ ポータルサイト用コンテンツ作成 

アにおいて取りまとめ及び整理された事例に基づき、既存住宅の活用アイデアを分か

りやすく発信するため、別途発注者が運用するポータルサイトに掲載するためのコンテ

ンツを作成すること。 

なお、作成するコンテンツは、発注者を経由して当該ポータルサイトの運用事業者に

引き渡すことを基本としつつ、発注者の指示により、当該運用事業者と直接連絡調整を

行い、必要なデータの受け渡し及び内容調整を行う場合がある。いずれの場合において

も、速やかに掲載可能となるよう、構成、文章、画像及びデータ形式等を整備した状態

で納品すること。 

また、コンテンツの仕様（文字数、画像形式、データ形式、レイアウト等）について

は、発注者の指示又は当該ポータルサイトの要件に適合するよう作成すること。 

 

（５）報告書の作成 

本業務の実施内容について整理し、業務全体の取りまとめを行うとともに、実施結果を

踏まえた成果及び課題の整理等を盛り込んだ報告書（Ａ４判製本１部、電子データ（ＣＤ

－Ｒ）１部）を作成すること。 

 

４ 業務上の注意事項   

（１）受注者は、初期段階で企画・構成イメージを発注者と十分にすり合わせした上で着

手すること。また、業務の進捗状況を適宜報告し、必要な指示を受けること。 

（２）業務の遂行に当たっては、個人情報保護に係る法令等に準拠した手続により行うと

ともに、各関係者のプライバシーの保持に十分配慮しながら、本業務上知り得た個人



情報を紛失し、又は本業務に必要な範囲を超えて他に漏らすことのないよう、万全の

注意を払うものとする。また、これらの情報については、接触する者を最小限に限定

するとともに、接触する場合にも必要最小限の対象者分に係る必要最小限の情報のみ

を処理すること。なお、これらの情報については、電子メール、はがき、ＦＡＸ等を

用いる場合も、暗号化その他適切な安全管理措置を講じること。 

（３）受注者が業務の一部を再委託する場合には、発注者からの承諾を得ることとし、再委

託先から個人情報の漏えい等が起きないよう措置し、善良なる管理者の注意をもって取

り扱う義務を負う。 

（４）本業務で使用する機器、媒体、事務用品等の調達、交通費、通信費等の必要な費用に

ついては受注者の負担とし、本仕様に定める業務にかかる実費経費は、全て契約代金に

含まれるものとする。 

（５）業務の遂行に当たっては、常に公正かつ中立的な姿勢を保つことを心掛けるものとす

る。  

（６）本業務により得られた成果、資料、情報（個人情報を含む。）等については発注者に

帰属するものとし、受注者は発注者の許可なく他に公表、貸与、使用、複写、遺漏して

はならない。 

（７）受注者は、第三者の著作権、肖像権その他の権利を侵害することがないよう必要な使

用許可等を得ること。これらを怠った場合に生じる問題については、受注者が一切の責

任を負うこととする。 

（８）成果物納入後に発生した受注者側の責めに帰する不備が発見された場合は、速やかに

必要な措置を行うものとし、これに要する経費は受注者負担とする。  

（９）受注者は、目的物の納入前に事故が発生したときは、その理由にかかわらず、直ちに

その状況、処理対策等を発注者に報告し、応急措置を加えた後、書面により発注者に詳

細な報告及びその後の方針案を提出しなければならない。 

（10）発注者は、受注者が本仕様書に定める内容に違反した場合には、川崎市委託契約約款

に基づき、必要な措置を講ずることができる。  

（11）本委託業務の実施に関し、休日夜間においても緊急時の連絡、対応が可能な体制を維

持すること。 

 

５ 成果物の著作権  

（１）受注者が本業務において作成した成果物（報告書、事例集、コンテンツ等）の著作権

は、発注者に帰属するものとする。また、これらに係る著作者人格権について、受注者

は行使しないものとする。発注者はこれらを自由に利用、再編集できるものとする。 

（２）応募者から提出されたアイデア等に係る権利の取扱いについては、募集要領等にて整

理するものとし、その内容は発注者と協議の上決定する。 

 

６ 貸与データ 

本業務の実施に際して、発注者が貸与する物品、資料などについては、他の目的への使

用及び第三者への貸与・譲渡を禁止し、受注者が自己の責任のもとに十分管理を行い、そ

の内容は他に漏らしてはならない。また、貸与資料は貸与目的の終了後、速やかに返却

し、作業にあたり複製したデータについては、作業実施後に必ず消去しなければならな

い。 



（１）本市住宅政策に関する計画・関連資料 一式 

（２）その他本市が必要と認めたもの 

 

７ 成果品 

（１）事例集（Ａ４判製本100部及びPDF） 

（２）報告書（Ａ４判製本１部、電子データ（ＣＤ－Ｒ）１部） 

（３）資料等の提出 

受注者は、本業務契約着手時及び完了時に、速やかに次に掲げる書類を監督員に提

出すること。また、これを変更する場合も同様とする。 

ア 委託業務着手時 

（ア）委託業務着手届（まちづくり局委託業務監督要領（以下「要領」という。）第

２号様式） 

（イ）委託業務代理人・作業員届（要領第３号様式） 

（ウ）組織表（要領第６号様式） 

（エ）委託業務工程表 

（オ）その他監督員が必要と認めた資料 

イ 委託業務完了時 

委託業務完了届（要領第９号様式） 

 

８ 履行期限 

令和９年３月15日 

 

９ その他 

本仕様書に明記のない事項または疑義が生じた場合は監督員と協議すること。 

 


